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1. はじめに
全国がん登録の実施や利用、提供等について定め

た｢がん登録等の推進に関する法律｣（がん登録推進

法）は 2016年 1月に施行されたが、同法の附則第 4

条には施行後 5年を目途として必要があるときはが

ん登録等の施策についての検討結果に基づいて必要

な措置を講ずるとされている。これを受けて厚生科

学審議会がん登録部会（がん登録部会）では、全国

がん登録および院内がん登録の現行制度における課

題について 2021年 12月より議論を行い、2023年 10

月に検討結果を｢全国がん登録及び院内がん登録に

係る課題と対応方針中間とりまとめ｣（中間とりまと

め）として公表している(表 1)1)。本稿では中間とり

まとめで取り上げられた課題のうち｢情報の国外提

供に係るルールの整理｣および｢法第 20 条に基づい

て提供された情報の取扱いの見直し｣について述べ

る。 

2. 情報の国外提供に係るルールの整理
全国がん登録が開始される前の地域がん登録事

業においては、各都道府県が CI5（Cancer 

Inciden-ce in Five Continents)プロジェクトや

CONCORDプログラムなどの国際共同研究に参加し匿

名化された個票データを提供してきた。CI5プロジ

ェクトは世界保健機関（WHO）所属の国際がん研究

機関（IARC）と国際がん登録協議会（IACR）により

行われ、世界のがん罹患統計のデータブックである

「５大陸のがん罹患(CI5)」を 5年ごとに刊行して

いる 2）。CONCORDプログラムはロンドン大学衛生熱

帯医学大学院が実施する住民ベースのがん登録に基

づく世界的な生存率解析プログラムであり、がん生

存率を世界的に比較することにより、不平等の要因

を明らかにし、各国のがん対策の優先度を明確にす

ることを目的としている 3）。しかしながら、がん登

録推進法には全国がん登録情報の国外提供について

の明確な規定がないため、国外の研究場所でがん登

録推進法に基づく安全管理措置の実効性が担保され

るかが懸念されて、CI5プロジェクトや CONCORD-4

プログラムにこれまで通りのがん登録情報を提出す

ることができるかが危ぶまれた。 

がん登録部会では、これらの国際協同研究を国

のがん対策の企画立案等に必要な調査研究のための

利用として整理した上で、現行制度における当面の

運用として、法 17条第 1項第 2号に基づき国のが

ん対策の企画立案又は実施に必要ながんに係わる調

査研究のため一定の要件を満たす場合にのみ国外提

供を可能とした（図 1）。しかしながら、この要件

を適用した場合でも、日本と海外の大学、研究機関

との間の国際共同研究（コホートコンソーシアム

統合研究など）における利用は困難である。 

中間とりまとめでは、対応方針として、わが国

のがん医療の質の向上やがん対策の実施などに資

すると認められる場合には、国際機関等に対して

匿名化が行われた全国がん登録情報および都道府

県がん情報の国外提供を可能とするよう、必要な

対応を検討するべきであるとされた。具体的に

は、提供依頼申出者は国内にある者のみ（国外の

利用者単独による申出は不可、国内の申出者との共

同責任のもと利用する場合に限る）とし、国外の利

用者は、日本が加盟する国際機関又は相当の公益性

があると認められる者であって、適正な安全管理体

制や利用者の外形的な信頼性・実績の有無等の要件

表 1 「全国がん登録及び院内がん登録に係る課題と対応 

方針中間とりまとめ」の内容 
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を満たす者とするべきであるとされた 1)。

3. 法第20条に基づいて提供された情報の取扱いの見
直し
医療機関は法第 20 条に基づいて、届出を行った

症例に関する全国がん登録情報（死亡、死因に関す

る生存確認情報を含む）の提供を都道府県から受け

ることができる。特に、死亡、死因の情報は医療の

質の評価における主要なアウトカム指標でありニー

ズが大きい。一方で、提供された情報は法第 30条か

ら第 34 条に基づく厳格な管理を求められており、

このうち法第 32条に基づき保有期間が最長で 15年

とされていることから診療録への転記が認められて

いない。転記を可能にすることは医療者による診療

評価の実施等にあたって有用と考えられることから

関係者の要望は強い。また、現在提供された情報の

第三者への提供は認められていないが、医療機関が

得た生存確認情報を臓器がん登録に提供することが

可能となれば臨床研究の精度向上が期待できる。 

中間とりまとめでは、これらの 20 条提供情報に

ついて診療録への転記等の利活用ができるよう、が

ん登録推進法等の規定の整備を含め、必要な見直し

を行うべきであり、その際、法第 32 条の規定に基

づく保有期間制限についても、実務上の必要性や適

正性を勘案し、必要な見直しを行う必要があるとし

ている。また、第三者提供の在り方や、安全管理措

置等の運用上の留意点についても、併せて整理する

必要があるとされた 1)。 

4. おわりに
これらの課題を根本的に解決するにあたってが

ん登録推進法の改正が論点になると考えられる。そ

の際、改正の内容としては、国外提供については、

がん登録推進法に匿名化された全国がん登録情報の

国外提供の要件を定めた条文を追加、20条提供情報

については法第 30条から第 34条に基づく管理の見

直しや、第三者への提供が可能な要件を定めること

などが想定される。がん登録の利活用を促進するた

め今後の議論の進展が望まれる。 
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図 1 がん登録推進法 17条に基づく国外提供のイメージ

（第 17回厚生科学審議会がん登録部会資料） 
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